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報告４   関西学院周辺景観地区の変更（西宮市決定）について 

１ 改定趣旨 

令和 2 年 6 月に指定した関西学院周辺景観地区について、制限に係る法的根拠の整理および

強化が必要となったため、都市計画の計画書の改定を行う。 

２ 改定内容 

（１）「緑地率」等に係る法的根拠の整理 

景観地区における制限は、下図に示すとおり、建築物については都市計画の計画書に、工作

物及び開発行為等については条例に規定することが景観法で定められている。 

現在本市では、都市景観条例において「開発行為等の制限」中、「木竹の植栽（建築物の新築

に伴うものを含む。）又は伐採」の項で、緑地率や間口緑視率等の緑に関する制限を定め、建築

行為を行う場合にこれらの制限への適合義務を課しているところである。 

しかしながら、このうち『建築物の存する敷地内で行う木竹の植栽』については、景観法上、

条例の適用除外規定に該当するものであることから、条例の運用上、齟齬を来す状態となって

いる。 

このため、当該景観地区が想定する開発行為としての「木竹の植栽」に係る規制については、

現行の条例から削除し、建築物の制限に係る都市計画の計画書に記述することとする。【対照表

①】
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（２）「建築物の高さの限度」等に係る法的根拠の強化 

景観地区の内外にまたがる建築物や既存不適格の建築物に対する制限の適用方法等について

は、現在、都市計画の計画書や条例によらず、市の担当部局が独自に「審査等取扱基準」を設

け、HP や窓口等で公開したうえで運用しているところである。 

この制限のうち「建築物の高さの限度」「壁面の位置の制限」「建築物の敷地面積の最低限

度」については、景観法第 63 条に基づく市での認定事項ではなく、建築基準法第 68 条に基づ

く建築確認審査事項となっているため、民間の審査機関で審査される場合、審査機関の判断に

よっては、「審査等取扱基準」の規定を採用しないことも考えられ、結果として審査結果にバ

ラつきが生じ、審査に係る公平性や平等性を欠く事態に陥る可能性が生じている。

そのため、当該制限についての「審査等取扱基準」の内容を都市計画の計画書に記述するこ

とにより審査基準の法的根拠を明確化し、審査に係る公平性等を確保することとする。 

なお、これに合わせて、現行取扱基準の内容の見直しも一部行う。 

１）取扱の改定方針 

本景観地区の「建築物の高さの限度」「壁面の位置の制限」は、本地区を景観地区に指定す

る際に、本地区に既に指定されていた風致地区での制限を引き継ぐものであったことから、取

扱基準の内容については、風致地区の取扱を基本としつつ、必要に応じて建築基準法や別途本

地区に指定されている高度地区等の考え方も参照しながら決定することとする。 

「建築物の敷地面積の最低限度」については、風致地区にこの制限はないため、建築基準法

での取扱を採用するものとする。 
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２）取扱の改定内容 

① 建築物の高さの限度

・建築物が景観地区の内外にわたる場合や制限が異なる区域にわたる場合の取扱

【対照表④】 

現行 

取扱基準

当該建築物の各々の部分が属している地区や区域の制限を、各々の部分に適用

（以下、「部分適用」という。）することとする。 

改定 

計画書
同 上 

・既存不適格建築物に対し新たな行為を行う場合の取扱

【対照表⑤】 

現行 

取扱基準

『増築』…当該行為部分のみ現行制限が遡及（以下、「部分遡及」という。）する

ものとする。 

『改築』『移転』…行為前より悪化させない 

『外観の変更』…規定なし 

改定 

計画書

『増築』『改築』…部分遡及 

『移転』…原則、移転を行う棟のみ現行制限が遡及するものとする。ただし、建

築基準法施行令第 137 条各号に該当する移転については移転を行う棟につ

いても遡及しないものとする。 

『外観の変更（大規模な修繕、大規模な模様替）』…現行制限は遡及しないもの

とする。 

② 壁面の位置の制限

・建築物が景観地区の内外にわたる場合や制限が異なる区域にわたる場合の取扱

【対照表⑦】 

現行 

取扱基準
部分適用 

改定 

計画書
同 上 

・既存不適格建築物に対し新たな行為を行う場合の取扱

【対照表⑧】 

現行 

取扱基準

『増築』…部分遡及 

『改築』『移転』…行為前より悪化させない。 

『外観の変更』…規定なし 

改定 

計画書

『増築』…部分遡及 

『改築』…当該行為部について行為前より悪化させないことを条件に、現行制限

は遡及しないものとする。 

（次ページへ続く） 
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『移転』…原則、移転を行う棟のみ現行制限が遡及（１棟遡及）するものとす

る。ただし、建築基準法施行令第 137 条各号に該当する移転については移

転を行う棟についても遡及しないものとする。 

『外観の変更（大規模な修繕、大規模な模様替）』…現行制限は遡及しないもの

とする。 

③ 建築物の敷地面積の最低限度

・建築物が景観地区の内外にわたる場合や制限が異なる区域にわたる場合の取扱

【対照表⑨】 

現行 

取扱基準
規定なし 

改定 

計画書
敷地の過半が属する地区の制限を適用する。 

・既存不適格建築物に対し新たな行為を行う場合の取扱

【対照表⑩】 

現行 

計画書

現に建築物の敷地として使用されている土地又は現に存する所有権その他の権利

に基づいて建築物の敷地として使用する土地について、その全部を一の敷地とし

て使用する場合にあっては遡及しない。 

改定 
同 上 

※なお、既に建築基準法第 68 条第４項で規定されているため、都市計画の計画書から削除す

る。 

④ その他

・「建築物の形態意匠の制限」については、建築基準法での確認審査事項ではなく、景観法第

63 条に基づく市の認定事項となっているため、「建築物が景観地区の内外にわたる場合等の

取扱」「既存不適格建築物への新たな行為に対する取扱」については、都市計画の計画書で

は「市長が別に定める」と規定し、これまで通り審査等取扱基準で取扱を公開するものとす

る。【対照表②】 

・建築物の高さの限度における、高さの算定において、屋上部分の階段室等の控除できる範囲

を、現行審査等取扱基準での 12ｍから 5ｍに強化したうえで、都市計画の計画書で規定す

る。【対照表③】

・「その他、審査等に必要な事項は別に市長が定める。」という規定を設け、「建築物が景観地

区の内外にわたる場合等の取扱」「既存不適格建築物への新たな行為に対する取扱」以外の

審査等に必要な取扱についても、審査等取扱基準に委ねることとする。【対照表⑥】 

・風致地区では、既存不適格建築物の救済等を目的に、景観・屋外広告物審議会の意見を聴い

て制限の適用を除外する規定が別途設けられているため、景観地区においても同様に「西宮

市都市景観・屋外広告物審議会の意見に基づき、市長が良好な景観の形成に影響を及ぼす恐
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れが少ないと認める建築物等については、本計画書で定める規定を適用しないことができ

る。」という規定を設ける。【対照表⑪】 

３ 都市計画の計画書改定案 

別紙「計画書 新旧対照表」参照 

４ 今後の予定 

令和６年 １月 23 日 西宮市都市景観・屋外広告物審議会（条例改正含）【報告】 

１月 29 日 西宮市都市計画審議会【報告】 

２～3 月 素案閲覧（２週間）、地元説明等 

5 月 西宮市都市景観・屋外広告物審議会（条例改正含）【諮問】 

６月 西宮市都市計画審議会【付議】 

縦覧（２週間・都市計画の計画書改定のみ） 

9 月 市議会（条例改正のみ）【上程】 

10 月 1 日 公告（条例改正のみ） 

10～12 月 周知期間 

令和 7 年 １月 施 行（都市計画の計画書改定、条例改正とも） 

今回 

6 



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



関西学院周辺景観地区 

審査等取扱基準 

西宮市 都市デザイン課 

作成 令和２年６月１日 

改正 令和４年７月１日 

（施行 令和４年１０月１日）
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関西学院周辺景観地区 審査等取扱基準

行為の区分 共 通

制限内容 ※建築確認審査事項
表 題

敷地が景観地区の区域の内外にわたる場合

等の制限の取り扱い

敷地又は開発行為等に係る土地が景観地区の区域の内外、または景観地区の２種以上のゾーン

（地区）の区域にわたる場合の各種制限の適用に係る取り扱いは次のとおりとする。

行為の区分 制限内容等 取り扱い

建築物 高さの限度（建築確認審査事項） 区域内のみ適用 【部分適用】

壁面の位置（建築確認審査事項） 区域内のみ適用 【部分適用】

接する地盤面の高低差 区域内のみ適用 【部分適用】

最大投影立面積 建築物が属する区域のうち、最も厳しい区域の

制限値を建築物全体に適用 【全部適用】

色彩 区域内のみ適用 【部分適用】

通り外観 区域内のみ適用 【部分適用】

建築物に附属する設備機器

類、施設

区域内のみ適用 【部分適用】

その他 区域内のみ適用 【部分適用】

工作物 高さの限度 区域内のみ適用 【部分適用】

色彩 区域内のみ適用 【部分適用】

携帯電話基地局等

太陽光パネル

垣、さく等

区域内のみ適用 【部分適用】

その他 区域内のみ適用 【部分適用】

開発行為等 のりの高さ 区域内のみ適用 【部分適用】

緑地率 区域内の緑地率と区域外の緑地率を敷地（開発

行為等に係る土地）面積で加重平均した値を敷

地全体に適用 【加重平均】

間口緑視率 間口毎に、区域内の間口緑視率と区域外の率を

間口長さで加重平均した値を当該間口全体に

適用【加重平均】

その他 区域内のみ適用 【部分適用】

※ 取り扱い欄の【 】の意味は次頁以降を参照
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① 部分適用

区域に属する部分のみ、当該区域の制限を受ける。

※ 部分適用においても、周辺のまちなみや建築物全体としてのバランスと調和に配慮した計画と

なるよう努めること。

② 加重平均

区域内の制限値と区域外の制限値を敷地面積等で加重平均した値を敷地（または開発行為等に

係る土地）全体に適用する。

15ｍ

10

ｍ

高さ 10ｍの規制区域

高さ 15ｍの規制区域

(Ａ) 

緑地率

≧30％

(Ｂ) 

緑地率

制限なし

6 ｍ 4 ｍ

10 ｍ

（Ａ） 30％ × 60 ㎡/（60 ㎡ ＋ 40 ㎡） ＝ 3/10 × 6/10 ＝ 18/100

（Ｂ）  0％ × 40 ㎡/（60 ㎡ ＋ 40 ㎡） ＝ 0/10 × 4/10 ＝  0/100
計 18％

（例）緑地率の場合

（例）高さ制限の場合
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間口毎に、区域内の間口緑視率と区域外の率を間口長さで加重平均した値を当該間口全体に適

用する。

（例）間口緑視率の場合
20
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③ 全部適用

建築物等が属する区域のうち最も厳しい区域の制限を適用する。

備 考 最終改正日
R2. 6. 1 
R4. 7. 1 

  Ｂ  

Ａ Ｃ

厳しい

制限区域

緩い

制限区域

（最大投影立面積の場合）

図の場合、Ａ棟と、区域にまたがっている

Ｂ棟が厳しい制限区域の規制を受け、Ｃ棟

は緩い制限区域の規制を受ける。
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関西学院周辺景観地区 審査等取扱基準

行為の区分 共 通

制限内容 ※建築確認審査事項
表 題 既存不適格の取り扱い 

既存不適格の建築物等に対する新たな行為についての制限適合要否は、原則、下表のとおりとする。 
ただし、敷地や周囲の状況によりやむを得ない場合や、適合させることにより逆に景観的な不調和

を生じる場合等、これにより難いと市長が判断する場合はこの限りでない。

区分 制限内容等

行 為

新築 改築 増築 移転 外観変更※1

建築物 高さ

（建築確認審査事項）
適合要

改築前より

悪化させない

増築部分のみ

適合要

移転前より

悪化させない

外壁の後退距離

（建築確認審査事項）
適合要

改築前より

悪化させない

増築部分のみ

適合要

移転前より

悪化させない

接する地盤面

の高低差
適合要

改築前より

悪化させない

増築棟のみ

適合要

移転前より

悪化させない

緑地率
適合要

改築前より

悪化させない※２

増築前より

悪化させない※２

移転前より

悪化させない※２

間口緑視率
適合要

改築前より

悪化させない※２

増築前より

悪化させない※２

移転前より

悪化させない※２

最大投影立面積
適合要

改築前より

悪化させない 

増築前より

悪化させない※３

移転前より

悪化させない

色彩
適合要

改築部分のみ

適合要 ※４

増築部分のみ

適合要 ※４

外観変更部分の

み適合要 ※４

※１ 外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更を示す。

※２ 建築物の増築等に伴い「緑視率」「間口緑視率」の増減を伴う外構整備を伴う場合は、整

備前より悪化させない。（１から造り直す場合は現行基準に適合させる） 

（間口緑視率の場合） 

×（緑視率減） ○（改善） 現状

既存建物

増築部分

増築部分

○（現状同等）

増築部分

ケース１ ケース２ ケース３

既存樹木（伐採） 新植樹木既存樹木（保全）凡例 ：
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※３ 最大投影立面積が増えるような増築は不可（別棟の増築又は立面積が増加しない位置への

増築とする）。 

※４ 周辺住宅地区（C-2,E,F,G,H,I）及び浄水場地区（J-1, J-2, J-3, J-4）で基準値外色が

使用できる割合は壁面毎に算定（31、32 ページ参照）することになるため、外観の変更

等で各壁面の一部だけを変更する場合においても、同壁面の変更しない部分も含めた壁面

積で当該割合を求め、変更しない部分で既にその割合を超えていれば、変更部分で基準値

外色等の使用はできない。 

また、同一棟となる増築の場合においても、既存部（棟）も含めた壁面積で基準値外色等

が使用できる割合を算出し、上記同様に取り扱う。 

×（立面積増） ○（立面積増えない）

別棟

増築

増築 増築

前 

後
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区分 制限内容等

行 為

新設 改築 増築 移転 外観変更※1

工作物 高さ
適合要

改築前より

悪化させない

増築部分のみ

適合要

移転前より

悪化させない

色彩
適合要

改築部分のみ

適合要

増築部分のみ

適合要

外観変更部分

のみ適合要

携帯電話基地局等

太陽光パネル※2
適合要

改築前より

悪化させない

増築部分のみ

適合要

移転前より

悪化させない

道路境界側に設置

する垣、さく等
適合要

改築前より

悪化させない

増築部分のみ

適合要 

※1外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更を示す。
※2道路、公園等の公共用空地から容易に望見できない制限に係るもの。

□ 本取り扱いにより適合を要さない場合や行為前より悪化させない場合においても、できるか

ぎり制限の適合に努めること。

□ 既存不適格を判断する基準時は本景観地区指定日（令和 2 年 6 月 1 日）とする。

備 考 最終改正日
R2. 6. 1 
R4. 7. 1 
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